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1. 標準仕様書（案）意見照会の背景と目的
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住民サービス向上に係る工数・予算の原資を捻出するために自治体における職員の業務負担軽減、システム構築・維持費の削
減が必要であり、これを実現するために業務プロセス・情報システムの標準化等に取り組んでいます

1. 標準仕様書（案）意見照会の背景と目的
1.1. 自治体システム標準化等の目指す姿

業務プロセス・情報システムの標準化等により目指す姿

業務プロセス、システム仕様（機能、帳票等）の標準化
A市 B市 C市 D市 E市 F市

各地方自治体の業務プロセス、情報システムがバラバラ 標準的な仕様によるシステム調達・サービス利用

・・・ A市 B市 C市 D市 E市 F市 ・・・

X社

A
重複投資により人的・財政的負担が大きい
• システムの維持管理・制度改正による改修を個別対応せざるを得ない
• 各自治体で独自開発やカスタマイズがある

B
AI、RPA等の先端技術を活用しにくい
• 単独での利用だと、高価なAI、RPA等の先端技術を取り入れにくい
• 単独での利用だと、学習データも少なく学習効果を高められない
• 業務プロセスが他自治体と異なるため、RPAシナリオを共同利用できない

As-Is To-Be

C ベンダロックイン
• システム仕様がバラバラの結果、他ベンダへの移行が困難であり、競争が働かず割高になる

D
住民・企業等にとって手続きが不便
• 社員の住所地によってバラバラな様式・帳票に対応する必要
• 紙の申請書に記入し、窓口申請が必要

D

ノンカスタマイズの促進・割勘効果による人的・財政的負担の減少
• クラウドサービス利用に移行しやすくなり、制度改正対応や更新時の負担を削減
• 共同化がしやすくなり、重複投資を削減

割勘効果によるAI、RPA等の先端技術の導入促進
• 共同化がしやすくなり、AI･RPA等の先端技術を安価に導入可能となる
• 学習データの増加により、AIの質が向上する
• 業務プロセスの標準化によりRPAシナリオを共同利用可能となる

ベンダ間の競争促進による調達コストの低減
• 各自治体が各社の製品を自由に選択・入れ替え可能となり、競争環境が確保される

様式統一・オンライン化による住民・企業等の利便性向上
• 異なる自治体にも統一した様式・帳票にて提出可能となる
• マイナポータルとの連携を含めたオンライン申請を促進

Y社

A B C

A社 B社 α社 β社

A B
C

D

システム整備の
主体

先端技術の
導入状況

ベンダの
競争環境

業務の
統一状況

イメージ
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自治体システム標準化等は、これまで各自治体が独自に発展させてきた業務支援システムに対して、標準化・共有化（以下「標
準化等」という。）や業務プロセスの見直しを行い、最終的には住民サービスの向上・地方自治体の業務効率改善を目指すもの
であると理解しています

1. 標準仕様書（案）意見照会の背景と目的
1.2. 自治体システム標準化等の意義

自治体システム標準化等の意義

第３章 「新たな日常」の実現
１．「新たな日常」構築の原動力となるデ
ジタル化への集中投資・実装とその環境
整備 （デジタル・ニューディール）

（１）次世代型行政サービスの強力な
推進 ー デジタル・ガバメントの断行
③国・地方を通じたデジタル基盤の
標準化の加速

国・地方を通じたデジタル基盤
の統一・標準化を早急に推進する
ため、地方制度調査会の答申を踏
まえ、法制上の措置を講じた上で、
財源面を含め国が主導的な支援を
行う。地方自治体の基幹系業務
システムの統一・標準化について関
係府省庁は内閣官房の下この１
年間で集中的に取組を進める。年
内に標準を設ける対象事務の特定
と工程化を行う。

 5（2）地方の情報システムの刷新
 地方公共団体の職員が真に住民
サービスを必要とする住民に手を差
し伸べることができるようにする等の
住民サービスの向上を目指すととも
に、業務全体に係るコストを抑え、
他ベンダーへの移行をいつでも可能
とすることにより競争環境を適切に
確保する等の行政の効率化を目
指し、業務改革（BPR）の徹底
を前提にして、地方公共団体情報
システムの標準化に関する法律第
６条第１項及び第７条第１項に
規定する標準化基準への適合とガ
バメントクラウドの活用を図る、地方
公共団体の基幹業務等システムの
統一・標準化 を、地方公共団体と
対話を行いながら進める。

経済財政運営と改革の基本方針
2020

デジタル社会の実現に向けた重点計画
（令和3年12月24日）

 令和7（2025）年度末までに標
準準拠システムへの移行を目指す。

住民サービスの向上

業務プロセス・情報システムの標準化

標準仕様を活用した調達

ノンカスタマイズのシステム
導入促進・広域クラウドの推進

AI等の先端技術の
導入促進

カスタマイズの
減少

標準仕様に
合わせた開発

地方自治体の業務効率改善

サービスのフロント部分だけでなく、バックオフィスも含め、エンドツー
エンドでデジタル化・業務改革（BPR）の取組を徹底する

目指す効果

６．個別分野の取組 （２）新たに講ずべき具体的施策
ⅲ）スマート公共サービス ②地方公共団体のデジタル化の推進
地方自治体の情報システムをより広域的なクラウドに移行するためには、各地方自治体が行っている情報システムの
カスタマイズを無くすことが重要であり、国が主導して進めている標準化の取組を着実に進めるとともに、システムの機能
要件等について法令に根拠を持つ標準を設けることとすべきであるとする地方制度調査会の答申を踏まえ、関係府省
庁が連携して、セキュリティの基準を含め、情報システムの標準化について総合的な対応を検討し、早期に結論を得る。

成長戦略フォローアップ（令和2年7月17日） 自治体業務システム統一・標準化
加速策（令和2年9月25日）
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現在、自治体の主要業務・基幹系情報システムを対象とした標準仕様の作成が関係府省で推進されており、
国民年金は、令和4（2022）年夏の標準仕様作成を目指す「第2グループ」に含まれています

1. 標準仕様書（案）意見照会の背景と目的
1.3. 標準化対象の業務

標準化対象の業務

内閣府

児童手当

総務省

住民記録

選挙人名簿管理

固定資産税

個人住民税

法人住民税

軽自動車税

文部科学省

就学

厚生労働省

国民健康保険

介護保険

障害者福祉

後期高齢者医療

国民年金

生活保護

健康管理

児童扶養手当

内閣府及び厚生労働省

子ども・子育て支援

地方自治体の業務プロセス・情報システム標準化の検討対象業務

5

戸籍の附票

戸籍

印鑑登録

法務省

住民記録＋
第１グループ
【作成済】

第２グループ
【令和4年夏作成】



令和3年度より調査・標準化検討を行い、令和7年度までの移行を目指して推進するスケジュールとなっています

1. 標準仕様書（案）意見照会の背景と目的
1.4. 事業全体のスケジュール

事業全体のスケジュール

2025年度
（R7年度）

2024年度
（R6年度）

2023年度
（R5年度）

2022年度
（R4年度）

2021年度
（R3年度）

2020年度
（R2年度）

住民記録システム

第1グループ

標準仕様第1.0版
取りまとめ

システム開発
移行

他業務連携等調整

システム開発 移行

基
準
省
令
の
策
定

仕様作成

システム開発 移行
標準仕様書

作成
標準化基準
省令の策定

共通検討事項

非機能要件・SLAの検討

調査
研究

国民年金を含む第2グループ

標準化
検討

データ要件・連携要件の基準
（標準仕様書）の策定
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1. 標準仕様書（案）意見照会の背景と目的
1.５. 参考 デジタル社会の実現に向けた重点計画、地方公共団体情報システムの標準

化に関する法律（抜粋）

デジタル社会の実現に向けた重点計画（令和３年12月24日閣議決定）（抜粋）
５. デジタル社会を支えるシステム・技術
（２）地方の情報システムの刷新

地方公共団体情報システムの標準化に関する法律（令和３年５月19日公布・同年9月1日施行）（抜粋）
（趣旨）

（概要）

地方公共団体の職員が真に住民サービスを必要とする住民に手を差し伸べることができるようにする等の住民サービスの向上を目指
すとともに、業務全体に係るコストを抑え、他ベンダーへの移行をいつでも可能とすることにより競争環境を適切に確保する等の行政の
効率化を目指す。
基幹業務システムを利用する原則全ての地方公共団体が、目標時期である令和７年度（2025 年度）までに、ガバメントクラウド

上に構築された標準準拠システムへ移行できるよう、その環境を整備することとし、その取組に当たっては、地方公共団体の意見を丁
寧に聴いて進める。

制度所管府省庁による標準化基準の策定の方針
国民健康保険に係る業務支援システムは、設計書等について記載の粒度や活用実績等を踏まえ、令和４年（2022 年）夏まで

に標準仕様書を作成する。介護保険、障害者福祉に係る業務支援システムは、令和４年（2022 年）夏までに標準仕様書（第
1.0 版）125を改定する。児童扶養手当、生活保護、後期高齢者医療、国民年金、健康管理に係る業務支援システムについても、
令和４年（2022 年）夏までに標準仕様書を作成する。

国民が行政手続きにおいて情報通信技術の便益を享受できる環境を整備すると伴に、情報通信技術の効果的な活用により持
続可能な行政運営を確立することが国及び地方公共団体の喫緊の課題であることに鑑み、地方公共団体情報システムについて、
基本方針及び地方公共団体情報システムに必要とされる機能等についての基準の策定その他の地方公共団体情報システムの標
準化を推進するために必要な事項を定める。

①情報システムの標準化の対象範囲（標準化の対象となる事務を政令で定める）②国による基本方針の策定③情報システムの
基準の策定（所管大臣は①の事務処理に利用する情報システムの標準化のための基準（省令）を策定・策定時に地方公共団
体等の意見反映のための措置を実施④地方公共団体が①の事務の処理に利用する情報システムは、③に定める基準に適合するこ
とが必要
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2. 標準仕様書（案）について
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標準仕様書は、本紙を最上位文書とし、別紙として、「標準業務フロー」「機能・帳票要件一覧」「帳票詳細要件」「帳票レイアウ
ト」から構成されます

2. 標準仕様書（案）について
2.1. 標準仕様書構成

標準仕様書の全体構成

第〇号様式（第○条関係）

　この決定について不服があるときは、この通知書を受け取った日の翌日から起算して３
月以内に、〇〇市長に対して審査請求をすることができます。この決定の取消しを求める
訴えは、この通知書を受け取った日（前記の審査請求をした場合は、当該審査請求に係る
裁決の送達を受けた日）の翌日から起算して６月以内に、〇〇市を被告として（〇〇市長
が被告の代表者となります。）提起することができます。
　保育の必要性の事由が妊娠・出産、就学、求職活動等の認定で、年度途中で認定期間が
満了となった場合、満了日の翌日以降は施設等利用費の支給の対象とはなりません。引き
続き施設等利用費の支給を希望する場合は、認定期間の更新や保育の必要性の事由の変更
手続きが必要となりますので、本市の[担当部署]に改めて子育てのための施設等利用給付
認定を申請して下さい。

保育の必要性の事由

施設等利用給付認定通知書

　先に申請のありました子育てのための施設等利用給付認定について、次のとおり
決定しましたので通知します。

決定年月日

認定区分

有効期間

保護者

住所

氏名

生年月日

【認定参考様式その５】

フリガナ

年月日

〇　〇　市町村長

認定
子ども

認定番号

氏名

生年月日

第〇号様式（第○条関係）

　この決定について不服があるときは、この通知書を受け取った日の翌日から起算して３
月以内に、〇〇市長に対して審査請求をすることができます。この決定の取消しを求める
訴えは、この通知書を受け取った日（前記の審査請求をした場合は、当該審査請求に係る
裁決の送達を受けた日）の翌日から起算して６月以内に、〇〇市を被告として（〇〇市長
が被告の代表者となります。）提起することができます。
　保育の必要性の事由が妊娠・出産、就学、求職活動等の認定で、年度途中で認定期間が
満了となった場合、満了日の翌日以降は施設等利用費の支給の対象とはなりません。引き
続き施設等利用費の支給を希望する場合は、認定期間の更新や保育の必要性の事由の変更
手続きが必要となりますので、本市の[担当部署]に改めて子育てのための施設等利用給付
認定を申請して下さい。

保育の必要性の事由

施設等利用給付認定通知書

　先に申請のありました子育てのための施設等利用給付認定について、次のとおり
決定しましたので通知します。

決定年月日

認定区分

有効期間

保護者

住所

氏名

生年月日

【認定参考様式その５】

フリガナ

年月日

〇　〇　市町村長

認定
子ども

認定番号

氏名

生年月日

第〇号様式（第○条関係）

　この決定について不服があるときは、この通知書を受け取った日の翌日から起算して３
月以内に、〇〇市長に対して審査請求をすることができます。この決定の取消しを求める
訴えは、この通知書を受け取った日（前記の審査請求をした場合は、当該審査請求に係る
裁決の送達を受けた日）の翌日から起算して６月以内に、〇〇市を被告として（〇〇市長
が被告の代表者となります。）提起することができます。
　保育の必要性の事由が妊娠・出産、就学、求職活動等の認定で、年度途中で認定期間が
満了となった場合、満了日の翌日以降は施設等利用費の支給の対象とはなりません。引き
続き施設等利用費の支給を希望する場合は、認定期間の更新や保育の必要性の事由の変更
手続きが必要となりますので、本市の[担当部署]に改めて子育てのための施設等利用給付
認定を申請して下さい。

保育の必要性の事由

施設等利用給付認定通知書

　先に申請のありました子育てのための施設等利用給付認定について、次のとおり
決定しましたので通知します。

決定年月日

認定区分

有効期間

保護者

住所

氏名

生年月日

【認定参考様式その５】

フリガナ

年月日

〇　〇　市町村長

認定
子ども

認定番号

氏名

生年月日

機能・帳票
要件一覧

帳票詳細要件

業務フロー

本紙 別紙

標準仕様書
（本紙）

章立て（記載内容）

1 本仕様書について

2 業務フロー

3 機能・帳票要件

4 データ要件・連携要件

5 非機能要件

6 用語

-

別紙1.業務フロー
別紙2.機能・帳票要件一覧
別紙3.帳票詳細要件
別紙4.帳票レイアウト

帳票レイアウト

No
ツリー構成

標準仕様
（案）

要件種別
（必須/オプション/実

装不可）大項目 中項目

1-1-1 資格異
動

資格取得 新規資格取得／取得訂正／取得取消の登
録ができること。
【管理項目】
・・・・・

必須

1-1-2

No システム印字項目
実装項目

備考
必須 オプション 不可

1 個人番号 ●

2 氏名（姓） ● ミドルネームは・・・

・・

業務 5.1.年金機構への報告 帳票名称 国民年金被保険者関係届出書（報告書）

※別途、ツリー図を整備し、標準化対象の業務を整理

レベル1 レベル2

1資格異動 1資格取得
2種別変更
3資格喪失（死亡）

・・・
2免除 1免除・納付猶予申請書受理・審査

2・・・
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「標準業務フロー」「機能・帳票要件一覧」「帳票詳細要件」「帳票レイアウト」の概要は次のとおりです

2. 標準仕様書（案）について
2.2. 標準仕様書別紙の概要

標準仕様書の全体構成（別紙）

第〇号様式（第○条関係）

　この決定について不服があるときは、この通知書を受け取った日の翌日から起算して３
月以内に、〇〇市長に対して審査請求をすることができます。この決定の取消しを求める
訴えは、この通知書を受け取った日（前記の審査請求をした場合は、当該審査請求に係る
裁決の送達を受けた日）の翌日から起算して６月以内に、〇〇市を被告として（〇〇市長
が被告の代表者となります。）提起することができます。
　保育の必要性の事由が妊娠・出産、就学、求職活動等の認定で、年度途中で認定期間が
満了となった場合、満了日の翌日以降は施設等利用費の支給の対象とはなりません。引き
続き施設等利用費の支給を希望する場合は、認定期間の更新や保育の必要性の事由の変更
手続きが必要となりますので、本市の[担当部署]に改めて子育てのための施設等利用給付
認定を申請して下さい。

保育の必要性の事由

施設等利用給付認定通知書

　先に申請のありました子育てのための施設等利用給付認定について、次のとおり
決定しましたので通知します。

決定年月日

認定区分

有効期間

保護者

住所

氏名

生年月日

【認定参考様式その５】

フリガナ

年月日

〇　〇　市町村長

認定
子ども

認定番号

氏名

生年月日

第〇号様式（第○条関係）

　この決定について不服があるときは、この通知書を受け取った日の翌日から起算して３
月以内に、〇〇市長に対して審査請求をすることができます。この決定の取消しを求める
訴えは、この通知書を受け取った日（前記の審査請求をした場合は、当該審査請求に係る
裁決の送達を受けた日）の翌日から起算して６月以内に、〇〇市を被告として（〇〇市長
が被告の代表者となります。）提起することができます。
　保育の必要性の事由が妊娠・出産、就学、求職活動等の認定で、年度途中で認定期間が
満了となった場合、満了日の翌日以降は施設等利用費の支給の対象とはなりません。引き
続き施設等利用費の支給を希望する場合は、認定期間の更新や保育の必要性の事由の変更
手続きが必要となりますので、本市の[担当部署]に改めて子育てのための施設等利用給付
認定を申請して下さい。

保育の必要性の事由

施設等利用給付認定通知書

　先に申請のありました子育てのための施設等利用給付認定について、次のとおり
決定しましたので通知します。

決定年月日

認定区分

有効期間

保護者

住所

氏名

生年月日

【認定参考様式その５】

フリガナ

年月日

〇　〇　市町村長

認定
子ども

認定番号

氏名

生年月日

第〇号様式（第○条関係）

　この決定について不服があるときは、この通知書を受け取った日の翌日から起算して３
月以内に、〇〇市長に対して審査請求をすることができます。この決定の取消しを求める
訴えは、この通知書を受け取った日（前記の審査請求をした場合は、当該審査請求に係る
裁決の送達を受けた日）の翌日から起算して６月以内に、〇〇市を被告として（〇〇市長
が被告の代表者となります。）提起することができます。
　保育の必要性の事由が妊娠・出産、就学、求職活動等の認定で、年度途中で認定期間が
満了となった場合、満了日の翌日以降は施設等利用費の支給の対象とはなりません。引き
続き施設等利用費の支給を希望する場合は、認定期間の更新や保育の必要性の事由の変更
手続きが必要となりますので、本市の[担当部署]に改めて子育てのための施設等利用給付
認定を申請して下さい。

保育の必要性の事由

施設等利用給付認定通知書

　先に申請のありました子育てのための施設等利用給付認定について、次のとおり
決定しましたので通知します。

決定年月日

認定区分

有効期間

保護者

住所

氏名

生年月日

【認定参考様式その５】

フリガナ

年月日

〇　〇　市町村長

認定
子ども

認定番号

氏名

生年月日

機能・帳票
要件一覧

帳票詳細要件

業務フロー

別紙

帳票レイアウト

No
ツリー構成

標準仕様
（案）

要件種別
（必須/オプション/実

装不可）大項目 中項目

1-1-1 資格異
動

資格取得 新規資格取得／取得訂正／取得取消の登
録ができること。
【管理項目】
・・・・・

必須

1-1-2

No システム印字項目
実装項目

備考
必須 オプション 不可

1 個人番号 ●

2 氏名（姓） ● ミドルネームは・・・

・・

業務 5.1.年金機構への報告 帳票名称 国民年金被保険者関係届出書（報告書）

業務フローは、業務運用をイメージできるものとして定義しているものです。
機能・帳票要件の確認に際し、標準的な運用のモデルとして参考にして
ください。
市町村がこのフローと全く同じ運用を実施しなければならないわけではあ
りませんが、業務フローをベースに機能・帳票要件を検討しているため、
機能・帳票要件に影響するような事務の差異があれば、回答をお願いし
ます。

機能・帳票要件は、システムに対し、どのようなデータを入力し、どのよう
な処理を行い、結果、どのような出力がされるか等を規定するものです。
各機能について、「実装必須」「オプション」「実装不可」を分類しています。
※帳票要件として定義する帳票の範囲は、本紙 第3章１(6)を参照く
ださい。

帳票詳細要件は、機能・帳票要件で示した帳票について、システム印
字項目等を定義しています。

帳票レイアウトは、帳票詳細要件で定義した帳票のレイアウトを参考とし
て示したものです。
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標準仕様（機能・帳票要件）では、デジタル庁が示す標準化方針に従って、以下の判断フロー・判断基準をもとに機能・帳票要
件の各項目について、「必須機能」・「オプション機能」・「実装不可機能」の要件種別を設定しました

（補足）機能・帳票要件の種別（必須／オプション／実装不可）の考え方

すべての自治体で必須機能である / 実装が望ましい
• すべての自治体において、法令で定められる業務に必要であると認められる
• すべての自治体において、住民サービスの向上のために必要であると認められる

最適な標準機能として合意できる
• 自治体・PKGによって機能要件に差異があるが、望ましい機能が定義できる
• 自治体の業務効率化のため実装しておくべき
• 自治体のデジタル化等の将来動向を見据えて実装しておくべきと判断され、厚

生労働省として標準化の指針を提示できる

多くの自治体において必要ではない
• 一部の自治体の業務慣習による機能やシステムの操作性に係る機能で、カス

タマイズの温床となると判断される
• 厚生労働省・年金機構の政策や方針によって、自治体側で実施不要とする

業務に伴う機能である

１

2

4

実装すべき機能

（必須機能）

実装してもしなくても良い機能

（オプション機能）

実装しない機能

（実装不可機能）

Yes No

１

2

3

4

機能要件種別

すべての自治体で
必須機能である/
実装が望ましい

最適な
標準機能として

合意できる

自治体によっては
必須機能である/
実装が望ましい

多くの自治体において
必要だと認められない

機能要件

判断基準判断フロー

自治体によっては必須機能である / 実装が望ましい
• 自治体規模・処理件数の多寡や、組織体制（複数拠点、機能集約等）に

より、当該機能がなければ業務運用が困難 / 非効率になると認められる
• 自治体の住民サービス方針により、一部自治体においては必要と認められる
• 厚生労働省・年金機構側の政策や方針によって、一部自治体においては必

要であると認められる

3

標
準
化
の
範
囲
内
の
機
能

 標準化の範囲内で、上記のように定義しない機能（＝標準仕様書に明記されていない機能）は、実装しない機能（実装不可機能）とする
 標準化の範囲外とした機能は、地方自治体からの要求、ベンダーの実装は、いずれも任意とする
 画面要件や専ら操作性に関する便利機能は原則、標準化の範囲外とする
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参考 標準仕様書に対する質問回答一覧（別紙）について
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13

参考 標準仕様書質問回答一覧（別紙）は、標準仕様書（本紙、業務フロー、機能・帳票要件、帳票詳細要件）に対
して、令和３年度の調査研究事業においていただいたご質問及び、そのご回答を「質問回答一覧」にて取りまとめたものです。
意見照会へのご回答にあたり、ご一読をお願いいたします

参考 標準仕様書に対する質問回答一覧（別紙）について

質問受付
タイミング 質問対象

令和３年度の調査研究事業におい
ていただいたご質問と、それに対する回
答を抽出して作成

標準仕様書（案）に対しご意見い
ただく際は、すでにご質問・ご回答を
している場合もございますので、事前
に参考 「標準仕様書に対する質問
回答一覧」（別紙）をご参照くださ
い

質問回答一覧（ご提示資料）

ワーキングチー
ム・分科会

研究会

意見照会

• ツリー図
• 標準業務フロー
• 機能・帳票要件一覧
• 帳票詳細要件

• 標準仕様書（たたき台）一式

標準業務フロー
機能・帳票要件一覧
帳票詳細要件

• 標準仕様書（素案）一式
本紙
標準業務フロー
機能・帳票要件一覧
帳票詳細要件

参考６　標準仕様書素案に対するご意見一覧　－業務フローー

業務フローに対するご意見まとめ

①ご意見 意見数 ②取扱方針

No レベル1 No レベル2 自治体等 事業者 自治体等 事業者 計 区分 対応方針 対応内容・討議事項・コメント

国民年金 1 資格異動 1 資格取得

･以下は存在しない

　－職権適用対象者一覧表 1 0 1 指摘 業務フローを修正
・該当帳票が存在しないため、削除し、等を

追記

･記載適否を要確認

　－国民年金被保険者関係届出書（申出書） 1 0 1 指摘 業務フローを修正 補足説明を追記

2 種別変更

･記載適否を要確認

　－国民年金被保険者関係届出書（申出書） 1 0 1 指摘 業務フローを修正 補足説明を追記

3 資格喪失（死亡）

・ステップ「死亡・喪失登録」における注釈に対する指

摘

（情報登録パターンに対する記載の修正）

1 0 1 指摘 業務フローを修正 指摘の通り修正

0 0 0

（事務局

による見

直し）

業務フローを修正
「年金機構への報告・送付」アクティビティの

追加

4 資格喪失(海外転出) 0 0 0

5 資格喪失(60歳到達)

・ステップ「死亡・喪失登録」における注釈に対する指

摘

（情報登録パターンに対する記載の修正）

・ステップ「60歳到達者情報把握」における注釈に対

する指摘

（把握方法に関する記載）

1 1 2 指摘 業務フローを修正 指摘の通り修正

0 0 0

（事務局

による見

直し）

業務フローを修正 「終了」における注釈を追記

6 資格喪失（その他）

･帳票名を要修正

　－第１号・第３号被保険者資格喪失一覧表 1 0 1 指摘 業務フローを修正 指摘の通り修正

7 国内転入 0 0 0

（事務局

による見

直し）

業務フローを修正 「終了」における注釈を追記

8 国内転出

・ステップ「死亡・喪失登録」における注釈に対する指

摘

（情報登録パターンに対する記載の修正）

1 0 1 指摘 業務フローを修正 指摘の通り修正

・住民記録システムへの連携は何を連携するのでしょ

うか？右の住民記録システムとの連携の違いは何で

しょうか？

0 1 1 指摘 業務フローを修正 指摘の通り修正

0 0 0

（事務局

による見

直し）

業務フローを修正 「終了」における注釈を追記

業務
事務

区分

標準仕様書素案に対するご意見一覧　－標準仕様書ー

# 章番号 章名 ご意見総評

ご意見 意見数 ②取扱方針

自治体等 事業者
自治体

等
事業者 計 区分 対応方針 対応内容・討議事項・コメント

1 1 本仕様書について

3(2)③

標準化範囲を「請求書の受理や審査、所得状況届に関する業務」としているが、国保中央会ルート

の所得作成提供事務は範囲外か。機能帳票要件一覧項番333以降には含んでおり整合しない。

含まないとすると国民年金システムには実装できないため別途システム構築が必要という理解か。 1 0 1

指摘 標準仕様書本紙を

修正

標準化対象範囲内（※）となります。

標準仕様書本紙の記載を修正いたしま

す。

※業務フロー「6.3.所得情報提供（年

金生活者支援給付金）」を参照

2 1

3(2)①～④

標準化範囲として特別障害給付金について記載がないが、特別障害給付金は法定受託・協力連

携問わず範囲外か。機能帳票要件一覧項番280、344、345に含んでおり整合しない。 1 0 1

指摘 標準仕様書本紙を

修正

指摘の通り修正（追記）

3 1

4(3)

「単に本仕様書に準拠しているパッケージシステムであることを要件に付するだけで、カスタマイズをするこ

となく利用できることを想定」とされている。システム開発するには設計レベルの粒度の情報が必要である

が、本素案は要件定義のレベルであり、圧倒的に情報が不足している。不足部分はベンダーが自力解

決すると推測されるが、この部分で法令の解釈誤り、プログラムミスなどの不備があった場合の責任分界

はどうなっているのか。（具体的な例として所得情報作成機能における所得額算定式）

1 0 1

質問 質問回答 標準仕様書本紙は標準化の目的や仕

様書の構成等の概要を記載する文書と

なります。各自治体から個別に要望され

ている事項は標準仕様において定める

事項ではなく、各市区町村においてシス

テム導入時、設計・設定にて整理する

事項となります。

4 1

4(3)

「記載なし」の基準を示されたい。例えば、機能帳票要件一覧に記載された「○○できること」における

詳細仕様（など）が記載されていないケースのように、機能自体は記載されているものの当該機能の

詳細仕様（設計レベル）が記載されていない場合に詳細仕様を市町村独自に定義し要求すること

は、不可（「記載なし」に該当）なのか。それとも「パラメータ」とみなされ「カスタマイズ」の定義から外れ

るのか。

「記載なし」と「パラメータ」の関係・違い・考え方について示されたい。
1 0 1

質問 質問回答 各市区町村においてシステム導入時の

詳細仕様の確定・設計の結果を踏ま

え、設定（≠プログラム開発）の範囲内

で実現できる事項は「パラメータ」とみなさ

れ、「記載なし」には該当しません。

一方、標準準拠アプリに対し追加のプロ

グラム開発が発生する場合は「記載な

し」に該当し、標準仕様に準拠していな

い、との考え方となります。

5 1

4(3)

システム開発するには設計レベルの粒度の情報が必要であるが、本素案は要件定義のレベルであり、

圧倒的に情報が不足している。不足部分はベンダーが自力解決すると推測されるが、この部分で不備

があった場合の責任分界はどうなっているのか。（具体的な例として所得情報作成機能における所得

額算定式） 1 0 1

質問 質問回答 標準仕様書本紙は標準化の目的や仕

様書の構成等の概要を記載する文書と

なります。各自治体から個別に要望され

ている事項は標準仕様において定める

事項ではなく、各市区町村においてシス

テム導入時、設計・設定にて整理する

事項となります。

6 1

仕様書（素案）の8ページ（２）②において、「３（２）対象分野で示した標準化範囲外の機能

は、国民年金システムにおける実装は不可とする。」と記載がありますが、国民年金システム標準仕様

書（素案）に対する意見照会説明資料の11ページには、「標準化の範囲外とした機能は、地方自

治体からの要求、ベンダーの実装は、いずれも任意とする。」との記載があり、矛盾しているように思いま

す。

1 0 1

質問 質問回答 標準仕様書素案の記載が不適切な内

容となっておりました。意見照会資料に

記載の通り、「標準化範囲外の機能

は、国民年金システムにおける実装及び

地方自治体からの要求は任意」となりま

す。

7 1

8ページ４(1)②

標準化範囲外は実装不可と記載されていますが、「01 国民年金システム標準使用書素案に対する

意見照会 説明資料.pdf」では、実装可と記載されており矛盾しています。 1 0 1

質問 質問回答 （No.6を参照）


